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IoT向け NerveNetによるエッジ処理を用いた即時展開型地震観測

システムの研究開発 
 

佐藤剛至†1 天間克広†1 内田直希†2 平原聡†2 

 

概要：本研究では，主に大地震後に行われる即時展開が必要な地震観測において，これまで難しかった多地点からの
地震センサデータのリアルタイム取得を可能にするため，新たに IoT 向け NerveNet に接続した即時展開型地震観測

システムを開発する．センサデータとしては比較的大容量の地震センサデータを，LPWA等の IoT 向け無線通信上で

伝送するために，NerveNetに搭載されるサーバ機能を用いて地震イベントの検知・地震データ切り出し等のエッジ処
理を実施することで，LoRa のような低速かつ低消費電力な無線通信上でも地震の発生状況等の即時把握を可能とす

る．また，開発したシステムは，2018年春に地震が起きると推定されている岩手県釜石市周辺に設置し，実用性を確

認する予定である． 
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1. はじめに   

1.1 即時展開型地震観測システムの必要性 

無線伝送技術の長所の１つとして，既存のインフラに頼

ることなく，必要な場所で使用できるということがある．

そのため，地方部や火山近傍など通信インフラが整ってい

ない場所での大地震の発生や噴火の兆候といった，臨機応

変に観測システムの構築が必要な場面において，役立てら

れると考えられる．また，近年の IoT 技術への社会の要請

により，LPWA(Low Power Wide Area)を中心とする，長距

離・低消費電力の無線伝送技術が発展し，”モノがインター

ネットにつながる”社会に近づきつつある．地震・火山観測

においては，近年携帯電話利用のテレメータも多用されて

いるが，災害時や基地局故障などの際には使用できないほ

か，観測の適地である人家から離れた場所や・火山の近傍

では利用できない場所が多い． 

現在一般的な地震の定常観測点は 10~20km 間隔で設置

されているため，図 1 のように，直上に観測点がない場所

の浅い部分で起きた地震に関しては，精度良く観測するこ

とができない．特に，大地震が起きた直後の余震観測をよ

り正確に実施するためには，図 2 のように定常観測点の隙

間を満たす形で臨時の観測点を設置する必要があると考え

られている[1]． 

1.2 現在の対応例 

定常地震観測点と臨時観測点を組み合わせる方式が余

震観測に於いて非常に重要であることは前述のとおりだが，

現在の地震観測システムでは地震後に臨時観測網を設置す

るのは非常に難しい．通常，地震観測点を設置する際は，

土地契約，建柱，電気・通信引き込み工事，電気・NTT 契

約，機器設置・調整を経てデータ取得が開始されるため， 
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図 1 観測点配置と震源決定誤差 

 

 

図 2 定常＋臨時観測点による地震正常検知 

 

最短でも 2 ヶ月程時間がかかる．また，そもそも被災地

では既存インフラや住民の生活の復旧が優先されるため，

後回しにされるケースが多い．そのような状況下で，以下

のような対応例がある． 

(1) 衛星通信を用いた対応 

図 3は 3.11後に金華山観測点で実際に地震データの臨時

観測点を設置した例である．衛星通信システム（VSAT）と

ソーラーパネルを用いることで，電源と通信の契約にかか

る時間を削減することが可能としている． 
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図 3 衛星通信を用いた臨時観測点の例 

 

しかしながら，設置が大掛かりになり非常に人的コスト

がかかること，また消費電力が大きく（～30W），大学等で

常備している VSAT システムは多くても 2 台程度のため，

臨時観測点の数が増やしにくく，カバーできる範囲が限定

されてしまうという問題が有る． 

(2) 携帯網を用いた対応 

 

図 4 携帯通信を用いた臨時観測点の例 

 

図 4 は，熊本地震後に三宝寺でオンライン余震観測を行

うために設置した臨時観測点の例である．携帯網（FOMA

等）を用いることで，より省電力かつ簡易な臨時観測点を

構築できている．しかしながら，携帯電話エリア外では利

用できない問題がある．このような臨時観測点を設置する

場所は，地震センサの特性上，付近に道路がなく，振動ノ

イズの少ない山中などにならざるを得ないため，携帯電話

エリア外になることも多い．そのような場所では，携帯電

話網を用いた臨時観測も利用しにくい． 

1.3 現状のまとめと本研究の方針 

従来のスタンドアロンな観測システムは，安価かつ即時

展開は可能であるが，データを収集するために定期的にそ

れぞれの設置場所まで赴き，手動でデータを回収する必要

がある．この問題を解決するために観測システムのオンラ

イン化が必要であるが，従来の災害発生直後のオンライン

観測技術は，設置が大掛かりで消費電力も大きく，保有端

末数の関係で観測点が増やしにくい衛星システムや，設置

箇所の特性や被災の関係で圏外が多く，箇所が増えるとラ

ンニングコストが増加する携帯電話網システムがあり，双

方とも問題を抱えている．（図 5 左） 

そこで本研究では，IoT 向け NerveNet を用いた即時展開

型地震観測システムを開発することで，低消費電力な自営

網形成機能による携帯電話網に依存しない柔軟な観測点追

加を可能とする．（図 5 右） 

 

図 5 従来の臨時観測システムと，本研究で開発する観測

システムの比較 

 

また，後述するが，本研究で扱う地震センサが出力する

データ量，及び研究者が必要とするデータ量は，温度や気

圧といった他の一般的なセンサデータと比べて非常に大き

く，出力されるすべての地震センサデータを LoRa のよう

な転送レートの低い無線通信を用いて転送するのは現実的

ではないため，本研究では転送するセンサデータを最小限

に抑えるため，センサノードが自律的に判断しセンサデー

タを選択・加工するエッジ処理を実施することで，より現

実的なシステムを開発する． 

2. NerveNetについて 

 NerveNet[2] は，基地局装置同士が相互に接続すること

でメッシュ状のネットワークを構成し，その基地局装置の

上では Web サーバ，データベース・サーバ，DHCP サー

バ，DNS サーバ，SIP プロキシ等の機能が分散で動作する

ことで，単体としてもユーザ端末に対して情報サービスを

提供でき，かつ複数台の基地局装置が接続されれば，それ

らが相互に相手を発見し，連携することで，情報サービス

エリアを簡単に拡大できるネットワークシステムである． 

2.1 市販の NerveNet基地局 

現在市販されている NerveNet 基地局装置のハードウェ

ア及びスペックを図 6 及び表 1 に示す． 
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図 6 市販 NerveNet 基地局外観 

 

表 1 市販 NerveNet 基地局のスペック 

 

 

基地局間のネットワークはレイヤ 2 の VLAN で構成され，

メッシュ状の接続構成とリンク切断時の動的経路切替えを

可能とするために，メッシュ状のトポロジ上に複数の異な

るツリー形状の VLAN を複数構築しておき，基地局は宛先

に応じて適切な VLAN を選択して通信を行う仕組みを持

つ．市販されている NerveNet 基地局装置は，屋外運用を想

定して開発されているため，防水防塵性，耐久性に優れる．

また，基本的には高出力で大型の無線機やアンテナと組み

合わせて利用することを想定しているものであり，可搬性

が重視される用途には適さない． 

2.2 Raspberry Pi NerveNet  

NerveNet における VLAN を用いた基地局間メッシュ構

成アーキテクチャと互換性を持つ NerveNet 基地局機能を，

ハードウェアに依存しない形で，汎用ハードウェア上に構

成するために，Linux kernel 及びモジュールにより標準的

に組み込まれている iproute2[3]によってサポートされてい

る veth を用いて，vlan 毎に閉じた名前空間を作成し，そ

の中で brctl コマンドにより作成したブリッジデバイスを

利用して vlan 毎にブリッジ処理を行うことで，VLAN ス

イッチと同様の機能を実装した．この実装により，

Raspberry Pi のような組込みの小型 PC 上でも NerveNet 

基地局装置の VLAN スイッチ機能を実現することを可能

とし，かつ既存ハードウェアを用いた基地局装置とも互換

性や相互接続性を保ちながら，ネットワークを構成するこ

とが可能となった．試作した Raspberry Pi NerveNet（図 7）

は，信頼性や耐久性は市販のものと比べると劣るが，小型

軽量かつ省電力での稼働が可能であり，大容量リチウムイ

オンバッテリーとソーラーパネルによるオフグリッド運用

を視野にいれることができる点で，IoT 分野に応用するこ

とが可能であると言える． 

 

図 7 試作した Raspberry Pi NerveNet 外観 

 

2.3 IoT向け NerveNetを用いたシステム試作 

 Raspberry Pi NerveNet に基づき，安価かつ省電力なメッ

シュネットワークを構築するために，NerveNet 基地局間の

無線リンクとして省電力かつ広域通信可能な LPWA(Low 

Power Wide Area)のうち，特に普及が進みつつある

LoRa(Long Range)無線規格に準じた無線機を用いる事を考

える．本研究で開発する即時展開型地震観測システムの転

送データに関する要件は以下を設定した． 

 転送するデータ量 

 地震観測で必要とされている 9.6Kbps[4]を基準とする．

ただし，実際に解析する必要があるのは地震発生前後のデ

ータのみであり，必ずしも全測定データが必要とは限らな

い． 

 転送するデータ形式 

地震観測システムで一般的に用いられている WIN フォ

ーマット[5]（バイナリ形式）を用いる． 

LoRa規格における転送速度は 292bps~37.5Kbpsとされてお

り，本システムの要件はクリアしている．また，多くの LoRa

製品では外部 IF としてシリアル通信が採用されており，バ

イナリで表現された WIN フォーマットは転送可能である．

IoT 向け NerveNet を用いて試作したシステムを図 8，図 9

に示す． 
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図 8 IoT 向け NerveNet を用いた試作システム外観 

 

図 9 試作システムの構成図 

 

 

ちなみに，LoRa を用いた IoT 向け NerveNet は来年度製

品版として販売される予定であり，より信頼性の高いハー

ドウェアやソフトウェアで構成される予定である．本研究

では，フィージビリティ・スタディの一環として，製品版

の販売に先行して LoRa によるデータ転送等の機能の一部

を実装し，フィールド実験を経て評価することを目的とし

ている． 

3. 実験と評価  

3.1 実験フィールドについて 

 実験フィールドには，岩手県の釜石市をターゲットにし

て実験を進めている．岩手県釜石市では以下の図の様に，

2018 年春~夏に，人間社会に影響を及ぼさない程度の地震

（震度 3 程度）が起きると推定されており（図 10[6]），こ

こにシステムを予め設置し待受観測を行うことで，実用性

を確認する．現地には東北大地震研が既に 10 点規模のオ

フライン地震観測網を作る予定があり，この観測網は実際

に大地震時に展開されるものと同等の観測点間隔（数 km）

や機器構成を持つため，現在実現していない大規模機動オ

ンライン観測網の即時構築のテストのため最適である．ま

た，本観測は日本で初めての本格的な中規模地震の待ち受

け観測であり，科学的にも重要である． 

 

図 10 推定される釜石沖地震  

3.2 実験 

 本研究における実験は以下の様に段階を踏んで実施して

いる．各実験に関して，実験内容，実験結果，評価実験環

境，評価結果等を示す． 

 

3.2.1 観測点候補地調査（釜石市，2017/8/21~22） 

 本実験は釜石待受観測システム構築のための予備実験で

あり，実際に現地で地震観測システムを設置する場所を視

察し，観測点候補間の LoRa 通信が可能かどうかを調査す

ることを目的とした．予め，地震観測に適した観測点候補

の中から，地形・標高図を確認した上で LoRa 通信可能と

思われる観測点候補をいくつか仮定し，実際に現地に調査

システムを持ち込んで実験を行った． 
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図 11 観測点調査用システム 

 

 

図 12 観測点調査の様子 

 

 本調査実験では，ハンドヘルド可能な形に納めた LoRa

モジュールとシリアル通信用ソフトウェアをインストール

したスマートフォンをUSB接続した調査システム（図 11）

を用いて，2 地点間で連絡を取り合いつつ適宜パラメタを

調整しながら，以下の 6 地点間で調査を実施した（図 12）．

地点間導通調査結果（図 13）は以下の通り．なお，通信速

度については LoRa の規格上選択可能なパラメータ（伝送

レート・スペクトラム拡散率等）に基づき推測される通信

速度であり，実測値ではない． 

① 鷲ノ巣崎-釜石大観音（約 5km） 

通信可，5.4kbps モード 

② 尾崎-釜石大観音（約 6km） 

通信可，147bps モード 

通信路間に隆起した地形があり，見通しを妨げている． 

③ 鷲ノ巣崎-尾崎 （約 6km） 

通信可，3.9kbps モード 

④ 尾崎-尾崎白浜地区（約 700m） 

通信可，21kbps モード 

⑤ 候補地 6-候補地 6 付近の平地（約 900km）  

通信可，12.5kbps モード 

携帯電波圏外地点である． 

⑥ 候補地 6 付近の平地-候補地 11 （約 6km） 

通信可，147bps モード 

谷の間を抜ける地形，直接の見通しがないため性能低 

⑦ 候補地 4-吉里吉里 （約 7km） 

通信不可 

地震計設置場所が深い森に挟まれていることが理由と推測 

 

図 13 観測候補地点間の導通調査結果 

 

釜石市の地形と地震計設置場所の特性上，起伏が激しく

かつある程度木が生い茂っている場所になるため，殆どの

地点間では森などで直接見通しはなかったが，通信自体は

概ね可能であるとわかった．ただし，伝送レート・拡散率

を通信距離優先のパラメタに変更する必要があり，通信速

度に関しては推定値ではあるがリアルタイム通信可能な性

能まで達しないと予想される． 

 観測点候補地のうち，③鷲ノ巣崎－尾崎間と④尾崎－尾

崎白浜地区間の性能に着目し，尾崎白浜地区を鷲ノ巣崎と

尾崎の中継点とすれば要件を満たせる可能性があると考え，

次回の通信実験では鷲ノ巣崎－尾崎白浜地区中継－尾崎の

実験環境でより詳細な調査を実施することにした． 

 

3.2.2 観測点候補地通信実験（釜石市，2017/12/20~21） 

本実験では，実際に使用する地震観測センサと試作した

IoT 向け NerveNet を組み合わせ，更に大容量リチウムイオ

ンバッテリーとソーラーパネルを用いることで，より実シ

ステムに近い状態で実験を実施した（図 14,15）．転送する

データも，実際に使用する地震観測センサから出力される

ものを実際に LoRa 無線機で転送を試行した． 

本実験は，実データを実環境に近い構成で転送し，実現

可能性を確認することを目的として実施した．結果として，

システムはバッテリーとソーラーパネルを用いることで晴

天時であれば長時間稼働し続けることが可能であることが

わかった．しかしながら，通信速度については鷲ノ巣崎－
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尾崎白浜中継地間の性能が思ったほど出ず（5.4kbps モー

ド），また中継地－尾崎間はアンテナトラブルやパラメタ設

定の問題により，実効速度を測定することができなかった． 

  

図 14 鷲ノ巣崎観測点   図 15 尾崎白浜中継地 

 

3.2.3 LoRa性能評価実験（仙台市，2018/2/2） 

仙台の NICT 耐災害 ICT 研究センター屋上と片平キャン

パスにて LoRa の性能評価実験を実施した（図 16）．この実

験では，前述の通信実験の反省を踏まえ，よりスムーズに

2 地点間の LoRa 通信に於けるパラメタを変更可能なよう

に，相手端末の設定をリモートで自動調整するような仕組

みを導入するなどの工夫を行った． 

  

図 16 屋上設置の LoRa システムと実験中の様子 

 

本実験では，前回の釜石フィールド実験で十分に評価す

ることができなかった LoRa 無線機のパラメタに応じて変

化する実際の転送速度について測定し評価することを目的

とした．実験環境は表 2 の通り． 

 

表 2 LoRa 性能評価実験の設定 

 

 

 

転送速度は，予め RTC で時刻を同期した 2 端末間で，LoRa

パケット送信側で送信開始時刻を保持し，パケットを転送

した後，受信側はデータ受信完了時刻を保持し，差分時間

を計測することで転送データ量÷転送時間によって算出し

た． 

実験結果は図 17 の通り． 

 

図 17 [500KHz,SF6],[250KHz,SF8],[125KHz,SF10] 

それぞれにおける転送速度の実測値平均 

 

最も転送速度が出るパラメタの組み合わせである

500KHz,Spred Factor(SF)6 であっても，転送速度は 10Kbps

弱という結果になった．公式ホームページ等で配布されて

いるデータシート等では，同じ設定で理論上は 20Kbps 以

上の転送速度を発揮するとあるが，これはおそらく本評価

において利用した IoT 向け NerveNet の処理速度や，LoRa

モジュールを接続するための USB シリアル変換，もしくは

測定に利用したプログラムの実装方法などに影響を受けて

いる可能性がある．いずれにしろ，現時点で IoT 向け

NerveNet を用いた LoRa 転送はグラフの性能のとおりであ

る． 

また，この転送速度は，地震観測データのリアルタイム

伝送に必要な 9.6Kbps とほぼ同値だが，実際のフィールド

では同じ性能を常に発揮するとは考えにくい．更にこの組

み合わせでは，通信距離が 1km 以上離れると通信ができな

くなることが考えられるため，本研究で構築する即時展開

型地震観測システムの展開範囲を狭めてしまうおそれがあ

るため，LoRa によるリアルタイム伝送は困難であると言え

る． 

3.3 考察 

 これまでの実験を踏まえ，当初検討していた地震観測デ

ータのリアルタイム伝送に必要な 9.6Kbps，LoRa 規格の性

質上難しいと考えられる．本研究で扱う地震センサが出力

するデータ量，及び研究者が必要とするデータ量は，温度

や気圧といった他の一般的なセンサデータと比べて非常に

大きく，出力されるすべての地震センサデータを LoRa の

ような転送レートの低い無線通信を用いて転送するのは現

実的ではない． 
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そこで本研究では，転送するセンサデータを最小限に抑

えるため，IoT 向け NerveNet のコンピューティングリソー

スを活用し，センサノードが自律的に判断，または地震速

報等をトリガーとして時間周辺の地震データをサーバから

センサノードに向けてリクエストするなどして，センサデ

ータを選択・加工して転送する手法にフォーカスを当てて

開発して行くことを検討しており，今後の方針としている．

いわゆるエッジ処理により転送データ量削減は十分に実現

可能と考えられる． 

 また，実現するシステムの性質上，臨時・即時的にセン

サネットワークを構築する必要があり，LoRa のようなパラ

メタの変更で大きく性能が変わる無指向性シリアル通信無

線デバイスを用いてセンサ網を作る場合 

① 地図等で大まかな見通しの取れる場所を机上決定 

② 現地で電波強度等を見つつ微調整しながらシステムを

設置 

という手順を取る必要があると考えているが，その際，

LoRa 通信モジュール同士のパラメタ設定を同じ値にする

必要がある．その為，相手端末の設定をリモートで自動調

整するような仕組みを導入したが，このように本システム

の開発を通して，IoT システムの社会実装に資するような

ノウハウが蓄積されつつ有るのは収穫であった． 

4. おわりに 

 本論文では，現在開発中の IoT 向け NerveNet を活用した

即時展開型地震観測システムについて紹介し，本システム

を実現するためのフィールド実験について説明した． 

 本研究は，スマート IoT 推進フォーラムのテストベッド

分科会で検討されている IoT キャラバンシステムのテスト

ベッドのプロトタイプとなるように開発を行っている．こ

のキャラバンシステムは，ある限られた地域・期間に情報

通信ネットワークの即時展開を可能とし，地震・火山だけ

でなく，災害時の医療データ共有や農業・気象等多様なセ

ンサデータの収集など，IoT 技術実証・社会実証を促進す

る基盤となることを目標としている．本研究で実際のユー

ザとともにフィールド実験を行うことで，IoT キャラバン

システムの実現に向けた効果的なフィードバックが得られ

ると考えているため，引き続き本システムの実現に向けた

研究開発を進めていく． 
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